



































像しがたい。文科省の 2016 年度「教員勤務実態調査 集計【確定値】」では 2006 年度の前回
調査よりも勤務時間が増加していることが報告されているが、そのような過酷な労働環境の
中でさえ、忙しさを感じながらも９割近くの教員が仕事にやりがいをもって働いていること
A Study of Board of Education’s Incentive for Expenditures about Sick 
Leave Taking among Japanese Public School Teachers
Shunsuke HATAE
熊本学園大学論集『総合科学』 平成 31 年（2019 年）3 月 31 日
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省「公立学校教職員の人事行政状況調査について」（平成 23 ～ 28 年度）及び同省作成の「教


































































































































































H18 ～ H23 の６年間における「病気休暇」に関する教員の取得状況（病気休暇者数）・「うち
精神疾患事由によるもの」等のほか、病気休暇の取得可能日数の上限、代替教員の手配、復









設定の有無 県教委 政令市教委 回答教委数合計
リハビリ出勤期間の設定 29 ９ 38
有 リハビリ研修期間の設定 11 ２ 13
その他 ８ ４ 12
無 特に設定していない ３ ０ ３
合計 51 15 66
（5）





































































取得上限日数について、「90 日 = １」・「120 日 = ２」・「180 日 = ３」・「270 日 = ４」・「１年
= ５」の順序変数として設定する。また、県教委か政令市教委を区別するため、任命権者ダ
ミーを設定する（県教委 = ０、政令市教委 = １）。記述統計量は表４のとおりである（９）。
表４：記述統計量




H18 年度 46 10 330 78.48 72.40
H19 年度 48 ９ 307 77.75 67.41
H20 年度 49 12 319 81.16 64.98
H21 年度 54 11 336 77.28 66.27
H22 年度 55 13 330 79.71 62.71




H18 年度 56 ８ 384 80.04 71.14
H19 年度 59 ４ 416 80.24 74.17
H20 年度 59 ６ 540 86.58 86.14
H21 年度 60 ４ 533 86.98 85.43
H22 年度 60 ８ 520 85.95 82.02
H23 年度 60 ９ 527 83.72 83.86
病気休暇取得の
上限日数
全年度共通 61 １ ５ 2.18 1.07
任命権者ダミー 全年度共通 61 ０ １ 0.23 0.42
（7）

















































病気休暇の上限日数 －8.01 * 3.09 －4.93 5.41
任命権者ダミー
（県教委 =0 ／政令市教委 =1） －24.6 ** 8.39 －45.42 ** 14.23
精神疾患事由による






























（３）DW 比は 1.55 となり、かなり 2 に近づいたため、系列相関はないと判断した。
（４）波多江・川上・妹尾・高木の４名で協議の上、現行制度を参照し作成。
（9）







（７） 30 日未満の病気休暇者は、教委が把握していないケースが多くあり、19 教委分の回答
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  This paper reports board of education’s incentive for expenditures about sick leave taking 
among Japanese public school teachers. The main viewpoint of discussion is between 
prefectures and major cities have different incentive for expenditures about sick leave 
taking. Prefectures have more incentive for expenditures about sick leave taking. Thus the 
most important point is cooperating with developmental supports. 
※ この論文は、科研費 17H02664「教員縦断調査による教員の職場適応・職能形成の構造分析と実践
的示唆の提示」、17K18637「５年目教員に対するフォローアップ調査を通じた、教員人事異動の機
能性に関する研究」の助成を受けた。
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